　　第２号議案
連合新潟2009春季生活闘争の中間まとめに関する件


Ⅰ．2009春季生活闘争の位置づけと特徴点
１．2009春季生活闘争の展開と背景
（１）闘争推進に対する基本姿勢
連合新潟は、消費者物価の上昇によって目減りする労働者の生活を守ることと、市場原理主義の限界を示した今回の危機を乗り越えるため、効率と競争最優先の価値観から公正と連帯を重んじる社会の実現をめざすことを確認した。
同時に今次闘争は、経営危機を乗り越えるために派遣社員の契約解除や、希望退職など経営悪化から短期間での安易な経営者の対応に対し、｢雇用を守れ！｣緊急特別決議を採択するなど、賃金の引き上げと雇用確保を中心とする政策・制度の取り組みを一体化した闘争の推進を確認した。
（２）経済・雇用情勢など取り組み環境の激変と闘争の推進
2002年以降の景気回復期において日本経済は、これまで以上に外需依存体質を強めてきたこともあって、世界的な景気後退に直撃され、輸出産業を中心に生産は急激かつ大幅に縮小されることになった。この影響は瞬く間に、非正規労働者の雇い止め・中途解約、新卒者の内定取り消しとなって表れ、雇用情勢を一気に悪化させた。さらに、交渉時においては、一時帰休の動きも広がり、雇用調整助成金の申請は大幅に増加した。
このような状況の中で、要求確立時には一部の産別、地協から「賃金だけでなく、雇用の取り組みも強化すべき」との意見があがり、集約段階では、｢業績悪化による厳しい環境下での交渉であった｣などの意見もあがった。また、マスコミなどを中心に「非正規労働者が雇い止めをされている時に、賃上げ要求するのはおかしい」、「正規労働者の賃金を引き下げて、非正規労働者の雇用を維持すべき」などの労働組合批判の声が高まった。こうした動向に対して連合新潟は、方針確立時より、これは背後にある企業と家計の歪んだ配分構造問題にフタをするものである。企業体力が増強されてきた中での雇用問題の発生であり、賃上げによって景気が回復すれば、雇用問題も改善できると強調する一方で、非正規労働者も含めた全労働者の雇用を守るための取り組みとして、12月中旬から雇用への緊急対策を新潟県、市・町・村へ申し入れるなど、地域協議会を含め総力をあげて取り組みを推進した。
連合新潟は、雇用を守ることと労働者の生活に根ざした要求を掲げて闘うことは、労働組合として当然の取り組みであり、2009春季生活闘争は雇用と生活のため、賃上げによって消費を喚起し景気悪化を阻止するための闘いである。景気が回復すれば雇用も改善する。このため、「賃金も、雇用も」必要であり、労働組合こそがすべての労働者の先頭に立って闘うとの姿勢を堅持し闘争を推進した。
２．賃上げの結果について
（１）賃上げ結果
2009年の闘争方針は、これまで３年間続けた「賃金改善」という取り組みの考え方から、賃金カーブを維持したうえで、過年度物価上昇分に見合う賃金アップ分と格差改善分を純ベア（4,500円以上）として獲得を目指して闘争を進めた。格差是正のための水準到達目標値はそれぞれ｢25歳で185,000円、30歳で210,000円、35歳で240,000円、40歳で265,000円以上｣と示した。また、2月の第4回執行委員会で｢年齢別地域ミニマム額｣の設定、4月には、これを下回らない歯止め額として、｢賃金カーブ維持分4,500円または、定期昇給維持分｣を設定するなど、全体の賃金底支えに取り組んだ。なお、未曾有の経済危機と言われる中で、「賃金（ベア）も雇用も」必要との考え方にもとづき、要求確立段階から会長・事務局長訪問を実施することで、要求水準は前年を大きく上回る額となった。非常に厳しい交渉環境下の中で、連合新潟全体が粘り強い交渉を展開したことは、運動の前進として評価できる。同時にこのことは、「定昇さえも困難」とした経営側の姿勢を跳ね返し、一部の組合ではあるものの昨年を上回る獲得につながった。これだけ経済・雇用情勢が厳しい中にあって評価のできる結果である。
しかし、6月11日現在の回答集約を見る限り、物価上昇に見合うベアの獲得によって「組合員の実質生活を維持する」、「消費の拡大、内需主導型経済への転換」、「労働分配率の歪（株主重視、従業員軽視）を是正」するとの闘争方針からは、決して満足のいくものではなく厳しく受けとめなければならない。
（２）パート労働者の処遇改善について

パート労働者の処遇改善は、本部｢パート共闘会議｣の取り組み内容を踏まえ、県内で取り組めるものは可能な限り取り組むことを確認し闘争を進めた。経済情勢の変化もあり、待遇改善に取り組んだ組合は昨年より減少し、時間給の引上げ結果も、単純平均で昨年を下回る結果となった。パート労働者の多くが個人消費の影響を強く受ける内需産業中心であることを踏まえれば、厳しい環境の中で精一杯がんばった結果といえる。

（３）定昇の実施と経営側の主張
今次闘争において一部の経営者から、定昇の実施は困難、定昇の凍結が必要との主張があったことを重く受けとめておく必要がある。定期昇給制度は、長年にわたり労使で積み上げてきた賃金制度の根幹をなすというだけではなく、職場における仕事の経験や知識の積み上げによる能力アップを処遇につなげる基本的な仕組みとして、極めて重要なものと認識しておく必要がある。また、１歳１年先輩の賃金の後を追うことによって、仕事に対する意欲の維持につながるものであり、業務コスト削減などの観点から軽々に扱ってはならない。
一方で、定昇制度そのものが無いところも多いが、このような企業では、労働者の努力や能力の向上が制度的に汲み上げられないばかりか、賃金格差が拡大する要因の一つになっている。したがって、定昇制度の無いところでは、その相当分を必ず確保する必要がある。
今次闘争の経営者側の主張は、組合員の生活には目を向けず、企業の都合によるミクロ論に終始したものであり、これまで積み上げてきた労使関係を軽視するものであると言わざるを得ない。業績悪化などにより定昇の一時見合わせを行う場合でも、次年度以降に影響を残さぬよう産別の指導のもと、適切な対応が必要である。
（４）進捗状況の遅れ
厳しい環境の中で今次闘争の解決状況は、組合数で全体の要求提出組合数の８１％、組合員数で同９２％程度の回答状況となっており、組合数ベースでは昨年同様であるものの、組合員ベースでは、昨年比で５％程度の遅れとなっている。これは、取り組み環境が激変するもとで交渉の進捗に遅れが出たことや、第１のヤマ場を３/16～19としたこと、要求の再検討をせざるを得ない組合があったこと、要求そのものを見合わせた組合が出たことなどが影響していると考えられる。引き続き闘争の進捗に留意し、必要な対応を進めていくこととする。
（５）企業内最低賃金協定の締結
企業内最低賃金協定の締結拡大、水準の引き上げについては、一部での成果があった。今後も、企業内最低賃金協定の締結拡大や水準の引き上げは、賃金の底上げや格差是正を進めるうえで極めて重要な取り組みであり、運動を進めていく。

（６）情報の開示
情報の開示では、連合新潟ホームページに賃金および一時金の要求・妥結集計結果、連合本部が公表する産別の賃金、一時金、労働条件の要求・集計結果を掲載した。県内のデータは、産別内とは別に地域相場として要求根拠になりうることから、中小・地場組合の交渉支援に結びついている。また、従来から連合本部からの情報開示データに基づき賃金カーブ維持分の情報開示を行ってきたが、中小経営者への理解も含め、定昇とベアを区別することの必要性など、情報を適確に伝えるための取り組み強化が必要である。
（７）中小共闘の推進
しかし、中小労組の回答の引き出しは例年になく遅れており、回答内容も厳しい集約状況となっている。連合新潟では中小労働者の格差是正のため、地域協議会での共闘センターの設置や、年齢別ミニマム額の設定、会長・事務局長訪問、中小・地場組合交渉促進ニュースの発行、中小総決起集会などを開催し労働条件改善環境整備に取り組んだ。今後も前記とともに取引の適正化、公契約運動、中小企業対策等の政策・制度面も含めた取り組みの一層の強化が必要である。また、地域ミニマム運動の拡大とともに、格差是正につながる地域共闘の一層の強化をはかっていく。
３．社会的所得分配メカニズムの機能強化
　　　連合本部では、2009闘争から共通項が多くまとまることのできるいくつかの産別の集まりによる共闘連絡会議を設置した。この共闘連絡会議は将来的には共闘として、その中で産別間の合意形成を図ることにより、共闘の軸と基準を見出していくことを目標としている。連合新潟内にある部門連絡会は連合本部共闘連絡会議の構成組織と枠組みが異なっており、おもに、要求内容や交渉状況、各産業が抱える政策・制度課題について情報交換を行ってきている。本部共闘連絡会議では、相場の波及力強化も目的としているが、連合新潟では、同様の目的として、総決起集会や、非正規を中心としたキャンペーンを行い、社会的所得分配メカニズムの機能強化に一定の役割を果たした。
４．ワーク・ライフ・バランスの実現、長時間労働の是正
（１）ワーク・ライフ・バランス実現と雇用の確保に向けた時短
今次闘争は急激に悪化する経済、雇用状況の中で、賃金交渉が難航を極めたこともあって、ワーク・ライフ・バランス実現のための労働時間短縮の取り組みにも大きな影響を与えることになった。しかし、この取り組みは仕事と生活の両立をはかるということだけではなく、雇用の確保という観点からも極めて重要な取り組みであり、今後、どのような取り組みでいくのか改めて連合本部と連携し進めていくこととする。
（２）割増共闘の推進
昨年に引き続き割増共闘（16産別）が推進された。労働基準法が改正されたことなど取り組みを後押しする状況変化もあったが、県内の結果は２組合の引き上げにとどまった。今後、労基法の施行にあわせ、どのように取り組みを展開していくか等について、連合本部と連携し進めていくこととする。
５．ワークルールの確立、労働協約関係
ワークルールの課題については、今後とも重要な取り組みとして運動を推進していかなければならない。今次闘争で取り組んだ、「①労働関係法令の遵守の徹底、②快適な職場づくり、③労働時間管理の徹底、④管理監督者の取り扱いの適正化、⑤裁判員休暇（有給）制度に関する労働協約の締結、⑥次世代育成支援対策推進法の一部改正に伴う法令遵守の徹底」については、職場における法令遵守を徹底することが必要不可欠であるため、引き続き職場における運動を継続・徹底していく。
また、改正均等法の定着に向けた職場点検や、両立支援の促進のため、今後の国会審議の動向も視野に入れて労働協約の締結等に継続して取り組む必要がある。
Ⅱ．雇用情勢悪化への取り組みついて

（１）雇用確保に向けた連合新潟の緊急取り組み
米国発の金融危機からはじまる世界的な不況の中で、2008年秋以降、非正規労働者を中心とした雇用問題が深刻化した。このため、連合新潟県央地協の自治体要請(2008年11月25日)を皮切りに、2009年1月末日までの間、新潟県知事、各自治体首長に対して、非正規労働者などの解雇・雇止めの防止、中小企業資金繰り対策指導、失業者窓口の継続設置、住宅相談窓口の拡充、（セーフティネットの拡充）等の要請を行った。
さらに、2月4日には、新潟県に対する国からの地方交付税に｢地域雇用創出推進費｣として50億円増配されることを受け、50億円を活用し実効ある雇用就労対策に万全を期するよう求めた。
これらの要請をはじめ連合本部、産別、他地方連合会が一体となった取り組みによって、雇用調整助成金の拡充や就労促進のための住宅・生活支援策の拡充など、要求内容の多くが、政府の予算及び補正予算等に盛り込まれた。
しかし、こうした取り組みにもかかわらず、今尚、雇用情勢は悪化が続いており、引き続き、雇用の維持・安定、180万人の雇用創出、社会的セーフティネットの機能強化等の実現をめざして、連合、産別、地方連合会が一体となり取り組みを強化していかなければならない。
（２）雇用確保のための諸行動
連合新潟は、春季生活闘争期間中に緊急雇用実態調査を行い厳しい雇用実態を把握するとともに、非正規労働センターによる雇用確保を求める緊急集会や、非正規労働者の雇用問題や採用内定取り消しに関する相談ダイヤルを実施した。また、雇用と就労・自立支援カンパ活動などの行動やキャンペーンを展開した。
Ⅲ．政策・制度の取り組みについて

政策・制度の実現に向けた取り組みについては、「今こそ政策と政治の転換を！」を掲げ「STOP!THE格差社会キャンペーン第３弾」と連携し、毎月25日前後に新潟駅前から世論喚起を目的に労働を中心とした福祉型社会への転換や雇用不安の解消、家計の所得改善による内需拡大を訴えた。
また、安心・安全・公正な社会の実現に向けて、各地域協議会と連携し、各自治体に対し「非正規労働者などの緊急雇用対策に関する要請（12/17）」を行うとともに、新潟県に対しては「2009年度新潟県予算・雇用就労対策に関する緊急要請（2/4）」を実施し、雇用不安の中における就労支援に万全を尽くす旨を要請した。
更に、安心して暮らせるセーフティネットの確保と公正な入札に向けて、連合新潟内に｢公契約推進委員会｣を設置し、県内7市（新発田、新潟、三条、長岡、上越、佐渡）へ要請行動を行った。
例年の取り組みとして「2009春季生活闘争に関わる要請（3/11）」を新潟県知事に対して行い、「実質賃金の改善」「働き方改革」「セーフティネットの拡充」「ワーク・ライフ・バランスへの対応」や「公契約の適正チェック」を要請した。
Ⅳ．具体的な取り組み

１．政策制度

（1） 格差是正キャンペーン

格差の是正、ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、｢今こそ政策と政治の転換を！｣を掲げ「STOP!THE格差社会キャンペーン第３弾」と連携しキャンペーンを展開するとともに、組織内の教宣活動、街頭でのチラシ配付などより広く県民に呼びかけた。

1月26日　　駅前街宣行動　於　新潟駅前
　　　　　　　　雇用不安を解消し、失業者対策、セーフティネットの拡充、労働相談窓口を周知した。　参加者8名
　1月27日～2月11日　　全地域協議会における街宣活動とチラシ、ティッシュ配付を実施
2月24日　　春季生活闘争勝利！開始宣言街頭行動　於　新潟駅前
　　　　　　　　2月末までの要求書提出を踏まえ開始宣言を行った。参加者19名
3月25日　　駅前街宣行動　於　新潟駅前

　　　　　　　　中小総決起集会にあわせ、春季生活闘争勝利に向けた街頭行動を実施した。参加者12名

　4月25日　　駅前街宣行動　於　新潟駅前
　　　　　　　　雇用不安を解消し、失業者対策、セーフティネットの拡充、非正規労働者を含めた雇用安定を訴えた。　参加者11名
（2） 行政・経営団体への要請行動

新潟県内における政策制度、賃上げ、景気・雇用対策など、行政・経営団体に対し以下のとおり要請行動を行った。

ａ．連合新潟の要請内容（要請文は別紙1のとおり）

	要　請　先
	要　請　日
	会　場
	出　席

	新潟県
	3月11日(水)11:00～
	新潟県　知事室
	9名

	新潟労働局
	3月6日(金)13:30～
	新潟労働局
	10名

	新潟県経営者協会
（第21回新潟県労使懇談会）
	3月2日(月)11:00～
	新潟東映ホテル
	11名

	新潟県中小企業団体中央会
	3月4日(水)10:00～
	中小企業団体中央会
	3名

	新潟県商工会連合会
	3月2日(月)13:30～
	商工会連合会
	5名

	新潟県商工会議所連合会
	3月3日(火)14:00～
	商工会議所連合会
	3名


　
ｂ．地域協議会の要請内容

	地域協議会名
	団　体　名

	新潟
	新潟市、ハローワーク新潟

	佐渡
	佐渡労働基準監督署、ハローワーク佐渡

	県央
	三条労働基準監督署、三条・燕・加茂商工会議所　

ハローワーク三条・巻、三条市、燕市

	上越
	上越市、妙高市、糸魚川市


ｃ．緊急要請行動

　　　○｢非正規労働者などの緊急雇用対策に関する要請｣

・非正規労働者などの解雇・雇止めの防止、中小企業資金繰り対策指導、失業者窓口の継続設置、住宅相談窓口の拡充、（セーフティネットの拡充）について要請した。
	地域協議会名
	要請日
	要請先

	連合新潟
	12/16～17
	新潟県、新潟労働局

	新潟
	12/19
	新潟市

	下越
	12/24～1/26
	新発田市、村上市、阿賀野市

	県央
	11/25
	三条市、燕市、加茂市、田上町、弥彦村

	中越
	12/8～24
	長岡市、出雲崎町、十日町市、津南町、小千谷市、魚沼市、川口町、湯沢町、南魚沼市、見附市

	柏崎
	12/24
	柏崎市

	上越

	12/8～22


	上越市、妙高市、糸魚川市、糸魚川ハローワーク、糸魚川商工会議所

	佐渡
	12/22
	佐渡市


○｢2009年度新潟県予算・雇用就労対策に関する緊急要請｣
・新潟県に対する国からの地方交付税に｢地域雇用創出推進費｣として50億円増配されることを受け、50億円を活用し実効ある雇用就労対策に万全を期するよう求めた。（要請文別紙２）
	
	要請日
	要請先

	連合新潟
	2月4日
	新潟県知事


２．賃金、一時金、ミニマム運動課題の要求・回答妥結状況

（１）賃金

6月11日現在で、集計対象438組合(75,268人)中341組合(60,408人)が要求し、回答または、妥結したのは277組合(55,089人)。
　　回答・妥結率は81.2%で、39組合が要求を見送った。
　　具体的な要求・妥結状況は別紙３のとおり。
（２）一時金
6月11日現在で、集計対象438組合(75,268人)中228組合(44,880人)が要求し、回答または、妥結したのは137組合(40,262人)。
　　回答・妥結率は60.1%
　　業績連動組合は23組合(8,409人)。
　　具体的な要求・妥結状況は別紙４のとおり。
（３）ミニマム運動課題

5月14日現在で、すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）の取り組み概要については、別紙５のとおり。
３．中小・地場組合の交渉支援と共闘強化
（１）各種実態調査結果の開示
　　連合新潟が毎年８月から９月にかけて実施している｢労働条件実態調査｣、および｢ミニマム運動・賃金実態調査｣の結果について春季生活闘争方針・資料に掲載し、産別以外の労働条件を把握することで、それぞれの交渉に活かせるよう取り組んだ。

（２）共闘センターの設置

　　地域協議会に中小共闘センターの設置を呼びかけ、学習会や単組激励訪問など交渉支援につながる取り組みを行った。
	地協・支部名
	日時
	会場
	形態

	下越
	2月28日(土)14:30～
	ホテル冠月
	集会

	
	4月9日(木)18：00～
	クリエイト村上
	単代会議

	新潟
	2月24日(火)18:30～
	ガレッソホール
	単代会議

	佐渡
	1月24日(土)
	八幡館
	単産単組学習会

	
	3月上旬
	地協事務所
	単代会議

	県央
	2月20日(金)18:15～
4月2日(木)18:15～
	県央階ﾒｯｾﾋﾟｱ4階
県央ﾘｻｰﾁｺｱ6階
	単代会議
単代会議

	中越

	2月17日(火)18:00～
2月27日(金)18:30～
	勤労会館大ホール
会館青善
	地協委員会
民官会議

	柏崎
	2月9日(月)18:10～
	柏崎市産業文化会館
	単代会議

	上越
	2月20日(金)18:00～
	上越教育プラザ
	学習会

	
	1月27日(火)18:30～
	ﾋﾞｰﾁﾎｰﾙまがたま
	学習会

	
	2月19日(木)18:30～
3月26日(木)18:30～
	ﾋﾞｰﾁﾎｰﾙまがたま
ﾋﾞｰﾁﾎｰﾙまがたま
	学習会
共闘会議


（３）年齢別ミニマム額の設定

連合新潟として「地域ミニマム運動」を実施し、2008年度賃金実態調査を実施。
調査は、従業員300人未満または資本金１億円未満の民間企業組合が対象で、データ数は67組合5,524名。　「地域ミニマム額」の設定にあたっては、県内全産業／男女計／第１十分位３次回帰の金額に消費者物価や生活向上分を考慮し、連合本部が提示した｢ブロック別賃金指標｣を加味した上で、08年度設定額を下回らない額をめざすこととした。
　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	年  齢
	１８歳
	２０歳
	２５歳
	２７歳
	３０歳
	３５歳
	４０歳
	４５歳

	調査結果
	147.6
	153.3
	167.3
	172.8
	180.9
	193.3
	204.0
	212.5

	ﾌﾞﾛｯｸ指標(全国)
	
	
	
	
	
	199.9
	
	

	ﾌﾞﾛｯｸ指標(北陸)
	
	
	
	
	
	192.7
	
	

	＋１．０％額
	149.1
	154.8
	168.9
	174.5
	182.7
	195.2
	206.0
	214.7

	＋１．５％額
	149.8
	155.6
	169.8
	175.4
	183.6
	196.2
	207.1
	215.7

	０９設定
	１５０
	１５６
	１７０
	１７６
	１８５
	２００
	２１０
	２２０

	０８設定
	146
	153
	170
	175
	184
	197
	210
	220


（４）妥結ミニマム額の設定

09春季生活闘争の妥結状況や、県内の賃金カーブ維持分相当額を勘案し、これを下回らない額として、連合新潟妥結ミニマム額を｢賃金カーブ維持分4,500円または、定期昇給維持分｣に設定（4月10日）し、連合新潟文書並びに交渉促進ニュース№２で周知するとともに、粘り強い最大限の交渉を呼びかけた。
（５）会長・事務局長激励訪問

１）今次闘争でも、中小・地場組合の交渉支援として、２月初旬から３月中旬にかけ連合新潟会長および事務局長が闘争方針の説明や意見交換の場として、各地協単位に激励訪問を行った。
	地協
	日時
	訪問先
	訪問者

	下越
	3月12日(木)14:00～
	瀬波タクシー
	江花会長

	新潟
	2月3日(火)12:20～
	三菱マテリアルＰＭＧ労組
	江花会長

	
	2月16日(月)12:20～
　　　　　　17:00～
	全国一般松山重車輌支部
	江花会長

	
	
	日揮化学労組
	斉藤事務局長

	
	2月17日(火)17:30～
	ニイガタマシンテクノ労組
	江花会長

	中越
	2月9日(月)10:00～
	三洋電機労組新潟支部、東電労組信濃川支部、日本ベアリング労組
	江花会長

	
	2月20日(金)11:00～
	栃尾繊維労組、東海鉄工所労組、北越メタル労組、倉敷機械労組、大原鉄工所労組、コロナ労組長岡支部、日赤病院労組長岡支部
	斉藤事務局長

	柏崎
	2月27日(金)17:00～
	全大和労組、柏崎ピストンリング
	斉藤事務局長


２）交渉終盤（５月中旬）の第１０回集計にて昨年と比較し、回答・妥結状況が遅れている状況から、事態の前進をはかる手段として、会長・事務局長が労組役員意見交換を行い、｢解決促進を求める経営側への要請書｣を手交するなどの取り組みを行った。

（６）中小・地場組合交渉促進ニュースの発行

中小・地場組合の最大のヤマ場となる３月下旬から４月中旬にかけ、別紙６，７のとおり｢中小・地場組合交渉促進ニュース｣（№1,2）を発行し、産別開示の定昇相当分、第21回新潟県労使懇談会の要旨、妥結ミニマム基準額、年齢別最低賃金額を掲載し、懸命に交渉を続けている組合の交渉支援にあたった。
４．総決起集会などの社会的アピール行動

（１）新潟県中央・地協総決起集会

	地協・支部名
	日時
	会場
	実績
	四役出席

	下越
（新発田/

阿賀野）
（胎内）
（五泉）
	3月30日(月)18:00～
3月27日(金)18:00～
3月17日(火)18:15～
	新発田カルチャーＣ前
魚太
五泉福祉会館
	150
50
90
	五十嵐副会長

小島副事務局長

	新潟
	2月26日(木)18:15～
	新潟市音楽文化会館
	600
	

	佐渡
	2月26日(木)18:30～
	アミューズメント佐渡
	150
	諸橋副会長

	県央
	3月10日(火)18:30～
	県央リサーチコア７階
	320
	安念副会長

	中越
（栃尾）
（見附）
（南魚沼）
（北魚沼）
（小千谷）
（十日町）
	3月6日(金)18:00～
3月16日(月)18:15～
3月16日(月)18:30～
3月4日(水)18:30～
3月6日(金)18:15～
3月12日(木)18:30～
3月6日(金)18:30～
	勤労会館３Ｆ
栃尾文化センター
見附市中央公民館中ﾎｰﾙ
サンライズ南魚沼
魚沼市地域振興ｾﾝﾀｰ
サンラック小千谷
クロス１０・中ホール
	180

100
68
120

148
300

200
	佐久間副会長
斉藤事務局長
佐藤副会長
斉藤事務局長
斉藤事務局長
斉藤副会長
小林副会長

	柏崎
	3月10日(火)18:00～
	柏崎市産業文化会館
	400
	江花会長

	上越
（糸魚川）
	2月26日(木)18:30～
2月26日(木)18:30～
	リージョンプラザ上越
青海総合文化会館きらら
	430

400
	渡辺副会長
山田副会長


（２）中小総決起集会

3月28日（土）に新潟市万代島特設大テント内において｢中小総決起集会｣を開催し、当日開催の拡大闘争委員会メンバー、中小・地場組合と、ポップサーカスを鑑賞された組合員とその家族の総勢500名が参加した。集会では3産別の中小・地場組合から決意表明があり、その後のデモ行進では、要求実現と雇用確保に向け、シュプレヒコールを新潟市内に響かせた。
（３）非正規を中心とした全国キャンペーンの取り組み
春季生活闘争の取り組みの一環として、職場・地域における非正規労働者の雇用確保と待遇改善を、未組織の非正規労働者も声をあげることができる場をつくりながら広く訴える手段として、連合新潟として、県中央総決起集会に併せ、緊急集会を開催した。また、全国キャンペーンの北陸ブロックの取り組みとして、県内キャラバンを実施した。
１）連合北陸ブロック縦断キャラバン

　　　　　１．日　　時　　　　２００９年　１月２７日（火）～２月２３日（月）

　　　　　　　　　　　　　　　（新潟県内　１月２７日～２月２日）

　　　　　２．場　　所　　　　新潟県内

　　　　３．内　　容　　　　街宣車による県内縦断

２）雇用の創出とセーフティネットを求める２．２６新潟県緊急集会
１．日　　時　　　　２００９年　２月２６日（木）１８時１５分～２０時００分

２．場　　所　　　　新潟市音楽文化会館大ホール
　　　　　３．内　　容　　　　主催者代表挨拶　非正規労働センター　センター長
　　　　　　　　　　 　取り組み報告　　非正規労働センター事務局
　　　　　　　　 　　　集会アピール　　にいがたユニオン
（４）相談ダイヤルキャンペーン

ａ．相談ダイヤル事前研修会

　　2月13日（金）～18日（水）の間で実施する相談ダイヤルに向けて、各地区で相談ダイヤルの担当にあたる人や、構成組織などで希望する人を対象に、労働基準法、労基法クイズ、グループに分かれて実際にあった相談のロールプレイを行なった。（2月7日（土）労福協会館、参加者46名）
ｂ．相談ダイヤルの開設

　　2月13日（金）から18日（水）までの6日間、県内8箇所で相談ダイヤルを開設した。また、相談ダイヤルにあわせ、12日の新聞朝刊に県内で、660,000枚のチラシを折り込んだ。
　　キャンペーン期間中の相談件数は82件（昨年68件）であり、内容は、正規・非正規を問わず解雇問題の相談が多かった。
ｃ．緊急相談ダイヤルの開設
　①12月11日～13日　｢パート・派遣ホットライン｣を連合新潟内に開設。非正規労働者の解雇・雇止めなどの相談対応を行なった。相談件数は60件
　②12月27日～30日　｢パート・派遣ホットライン｣　内容は同上　相談件数は22件
　③3月22日～23日　｢非正規切り・就労支援｣相談ダイヤル　年度末を控えて雇用に関する相談ダイヤルを開設。相談件数は20件
　④4月7日～8日　　｢雇用・労働｣相談ダイヤル　内容は同上、加えて新潟地協アンテナショップにて出張労働相談所を開設。（対応は新潟地協）　電話相談2件、出張相談所対応2件
　⑤6月11日～12日　｢確かめよう！　わたしの労働・社会保険｣相談ダイヤルを実施。相談件数は４件
（５）街頭宣伝活動

2009春季生活闘争の社会的キャンペーンとして、1月28日（月）～2月11日（月）の間、県内全域で街頭宣伝活動、2月25日（月）には要求書提出目安を2月末としていることから、｢春季生活闘争勝利！開始宣言街頭行動｣を新潟駅前で展開した。また、3月26日（水）には、大手組合の妥結状況を踏まえ、中小・地場組合の交渉支援として新潟駅前で街頭行動を行い、広く県民にアピールと理解を求めた。
５．部門連絡会
　　今年の要求内容や交渉状況など、意見交換を行う場として部門連絡会を以下のとおり開催した。また、各産業が抱える政策・制度の課題についても情報交換がされた。

	部門
	開催日
	会場
	参加者

	金属部門

	12月25日(木)
	労福協会館
	7名

	
	2月14日(土)
	長岡グランドホテル
	51名

	交通運輸部門
	2月19日(木)
	総合生協中央支局
	10名

	化学部門
資源エネ部門
（合同開催）
	3月4日(水)
	総合生協中央支局
	16名

	
	5月13日(水)
	総合生協中央支局
	12名

	流通部門
	3月18日(水)

4月15日(水)
	新潟東映ホテル
ガレッソホール
	18名
20名

	医療部門
	5月21日(木)
	総合生協中央支局
	10名

	官公部門
	1月15日(木)
	総合生協中央支局
	11名


６．集約状況の開示と共有化

（１）県内の賃金、一時金、ミニマム運動課題の要求・妥結状況を以下のとおり集計した。結果は連合新潟ホームページ・情報公開データにアップし地場組合の交渉支援に活用した。

· 集計日　2月27日、3月6日、3月13日、3月19日、3月27日、4月3日、

　　　　　　4月10日、4月17日、4月23日、5月14日、6月11日、7月9日
（２）連合本部が公表する全国の賃金、一時金・賃金、ミニマム運動課題集約データ並びに、大手組合の回答速報など、連合新潟ホームページに春季生活闘争サイトを開設し、連合本部データとリンクさせ情報提供を行った。

Ⅴ．2010春季生活闘争に向けた課題

１．政策制度実現の取り組み

2009年春の政策・制度の実現の取り組みについては、2008年9月からの世界同時金融危機に端を発した景気後退によって、日本そして新潟県内でも雇用不安が拡大している。そういった背景から連合は「景気・消費回復、生活防衛のための総合経済対策の効果的実施」「雇用・労働分野におけるセーフティネットの整備」「ワーク・ライフ・バランスの推進」「信頼と安心の社会保障制度の構築」「新しい公共の確立」の５本を柱に取り組んできた。
2010年度については、安心して働き暮らせる社会のために、雇用と労働環境の改善、セーフティネットの更なる拡充を引き続き求めていく必要がある。また、新潟県においては持続可能な社会に向けて、何とか人口減少に歯止めをかけ、教育、医療、福祉、子育てなどへの課題を改善し、高齢者から子どもまで将来に希望を持ちながら暮らし続けられる地域づくりへ労働者の立場から意見提言を行っていく。
２．賃金引上げの取り組み

（１）闘争を取り巻く環境は、厳しい局面が続くと考えられる。一部、在庫調整が進み、生産が回復するとの見方もあるが、これは最悪の状況を脱しつつあるというものであり、マクロ経済、雇用動向は厳しい状況が続くと考えられる。
景気が回復に向かうとはいえ、マクロ経済は水面下の状況におかれ、消費者物価はデフレ基調に転ずると予想される中で、賃金カーブを維持し、賃金水準をダウンさせないことが課題となる。また、そのためには雇用の維持・確保と所得のバランス（配分の歪の是正）をいかに取るかが課題となる。
非正規労働者との均等・均衡処遇の確保も社会的要請として、取り組み課題と認識する必要がある。また、労働時間短縮の取り組みを含め、2010年闘争をどのように組み立てるか、検討を進めていく。
（２）地方・中小企業の労働条件改善は、取引関係が大きな壁になっている。連合は第7回中央執行委員会（2008.4.17）で「中小企業の公正取引の確立に向けた連合の取り組み方針」を決定した。地方連合としてもまた各構成組織としてもこの方針に基づく取り組みを強化していかなければならない。そしてもちろん、中小・地場企業に働く労働者の賃金格差を是正していくためには、それぞれの企業内における賃金実態を的確に把握し、その分析にもとづき具体的に交渉をおこなっていく必要がある。各構成組織・単組の地域ミニマム運動への結集をさらに求め、年齢別ミニマム額や平均賃金など、中小・地場組合が指標とできるデータを示すことが必要である。
（３）賃金改善の取り組みは、連合新潟として、地域相場の波及効果を高めるために要求・回答・妥結結果の情報開示を行っているが、報告単組数と集計可能単組数に大きな隔たりがあり、報告データが有効に使われているとは言いがたい。集計可能単組数を増やすための報告用紙の改善を行うとともに、集計システムの見直しを行い、報告データの有効活用を促進し、波及効果の拡大をめざす。また、大手の定昇相当分の情報開示などについては、集計報告様式の見直しによって、より周知が進むよう改善をおこなう。
（４）単組の交渉力強化については、2008年度に続き中小元気派宣言を配付するなどの取り組みを継続した。次年度以降についても活動を継続する必要があるが、継続する中身については、配付にとどまらず交渉力強化につながる学習会の開催時期や方法などの検討が必要である。
（５）行政・経営団体への要請行動は、新潟県内における賃上げ、景気・雇用対策に反映させるため、適切な時期に実施できるよう今後も、調整を行っていく。
３．中小・地場組合の交渉支援と共闘強化の取り組み

（１）地域共闘センターは、学習会、単組代表者会議、民間、公務部門連絡会など、春季生活闘争期間中に各地域協議会毎に１～２回開催された。総じて総会、地協委員会を補完する場として、交流が図られることから有効であると考えるが、地域共闘センターとして使用できるデータが少ないという課題がある。
（２）地場・中小組合の中でも、県内で交渉を行い、４月末決着を図る単組を中心に地場共闘への結集を検討し、県内相場の形成と、底上げをはかる取り組みを進める。また、地域ミニマム運動との連動をはかり、獲得原資の配分にも各単組が関わる環境を整備する。
（３）会長・事務局長訪問は、実際に交渉にあたる中小労組役員とひざを交えての意見交換ができる機会であり、今後も有効に活用していく。
４．パート労働者等の均等・均衡待遇の取り組み

パート労働者の処遇改善に向けては、連合パート共闘会議への参加を通し情報収集を進める。また、当面はパート労働者の処遇改善に対し、各単組で取り組めるものは取り組むとのスタンスで進めていく。また、連合新潟として、｢非正規労働センター｣の活用や、構成組織・各単組の組織拡大を通した具体的取り組みと連携していく。
５．ミニマム運動課題の取り組み

（１）連合新潟の集計結果では、パートタイム労働者の組織化、並びに賃上げ要求を行った組合は、１割以下となっている。比率としては、低調であるが、厳しい交渉環境下にあっても、引上げを獲得した労組もあり、一定の前進が図れた。今後もパート労働者の均等・均衡待遇に向け、重点課題として取り組んでいく必要がある。
（２）企業内最低賃金は、企業内賃金条件の底上げや均等待遇につながるも取り組みであり、また、協定額を引上げ法定最低賃金の引上げに連動させることで、未組織労働者への波及効果もあることから、引き続きの取り組みが必要である。
（３）ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、長時間労働を是正する取り組みは不可欠である。その一つの手段として、連合は割増率改善（割増共闘）に取り組み、連合新潟集計でも、３０を超える組合が、要求を行った。引上げが成された労組は少なかったものの、労働基準法の改正を控え、今後もその必要性について経営側の理解を求めていくとともに、３６協定の適正化や特別条項の見直し、労働時間管理の徹底についても、その実現のための一つの手段として、粘り強い取り組みを展開していかなければならない。
６．闘いの進め方

連合新潟は、交渉において回答に不満がある場合は、妥結留保や再交渉も辞さず、ストライキを視野にあらゆる戦術を駆使して闘える体制を確立してきた。

しかし、単組における労働基本権にこだわる交渉が充分であったか、産別の指導と役割はどうだったか、連合新潟・地協として中小労組支援をはじめ地域全体の共闘体制の確立は前進したか、未組織、パート、派遣などへの波及については深められたかなど、それぞれのレベルで真剣に論議・検討していく。































































PAGE  

